
（様式①）

[財政局] １６款　公債費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

33 一般会計公債費 213,028,579 182,813,552 188,831,785 182,780,780 24,196,794 32,772

計 213,028,579 182,813,552 188,831,785 182,780,780 24,196,794 32,772
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書
事業局課 財政 財源

新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 1
事業区分

歳出予算科目 16

事業名称 一般会計公債費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 その他 市債 一般財源

0 182,813,552
補助事業 0

令和４年度 213,028,579 1,816,850 28,398,177

0
令和３年度 188,831,785 1,636,020 4,414,985 0 182,780,780

単独事業

0 32,772

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 24,196,794 0 0 180,830 23,983,192

177,495,891

172,841,719 174,998,650 180,901,321 178,442,332 178,390,419 175,587,936
予
算

189,905,457 184,227,380 189,169,042 180,361,322 180,298,374

事業概要 一般会計で発行した市債の元利償還金及び発行や償還にかかる諸経費（一時借入金にかかる利子等含む）を支払います。

事業開始年度 -

根拠法令・方針決裁等 地方自治法、地方財政法、横浜市公債条例、「地方債の総合的な管理について（通知）」平成21年度4月14日総財地第115号

決
算

190,159,741 183,872,908 186,141,101

172,249,969 173,054,745 182,100,907

単位

事業目的・効果
(必要性)

　市政運営を行う上で、その財源（歳入）として市債発行を行うことは必要不可欠です。市債の発行は一般的に借入金として扱うこ
とから、発行（借入）においては、発行時に締結した契約に基づき、発行後に支払う利子はもちろんのこと、発行及び償還にかかる
諸経費も費用として支払うことになります。市債発行におけるこれらの費用については、金融市場での価格が形成されていることか
ら、一般的な価格に劣後しないように管理しています。

根拠・データ等

・当初予算の推移
【1項　公債費】
　＜元金＞
　　令和３年度（156,583百万円）、令和４年度（161,051百万円）
　　うち減債基金積立金　令和３年度（74,981百万円）、令和４年度（76,373百万円）
　＜利子＞
　　令和３年度（23,496百万円）、令和４年度（22,602百万円）
　＜公債諸費＞
　　令和３年度（1,177百万円）、令和４年度（977百万円）

【2項　第三セクター等改革推進債公債費】
　＜元金＞
　　令和３年度（7,322百万円）、令和４年度（28,173百万円）
　　うち減債基金積立金　令和３年度（0円）、令和４年度（20,851百万円）
　＜利子＞
　　令和３年度（253百万円）、令和４年度（224百万円）
　＜公債諸費＞
　　令和３年度（0.9百万円）、令和４年度（0.8百万円）

・一般会計市債残高（年度末）
　令和元年度25,358億円、令和２年度25,869億円、令和３年度（見込み）26,164億円、令和４年度（見込み）26,213億円

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

実績

28,398,177 7,575,678 20,822,499
５年度の償還財源を減債
基金へ積み立てたことに
よる増

目標

実績

184,630,402

課長 係長 市債

細事業合計 213,028,579 188,831,785 24,196,794

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 足利　有喜 馬場　誠 新野　航平

181,256,107 3,374,295
さらなる赤字地方債（コ
ロナ対策）の償還にかか
る元金の増

第三セクター等改革推進債公債費

事業スケジュール
・市債元利償還金、諸経費の市債金会計への振替（３月）
・発行諸経費の支払い（市債発行時）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

公債費




